
新型コロナウイルス感染症対策に係る要望 
 

現在、新型コロナウイルス感染症は、全世界において広がり続け、我が国において

も患者の増加に歯止めが見られない。 

関西圏域でも陽性確定者が感染症指定医療機関の病床数を上回っている府県も出

てきており、現行の入院措置制度のもとで、入院調整に支障が生じている状況にある。 

また、関西府県市では連携を強化し、クラスターを介した感染拡大の封じ込めに注

力し、一定の成果を上げつつある中で、海外旅行からの帰国者の感染が急増しており、

感染拡大地域からの入国制限についても実効性のある措置が求められる。 

また、イベント等の自粛要請が続く中で国民の極端な萎縮は、社会経済活動に深刻

な影を落としている。感染拡大防止の基本的な条件は守りながら、様々な知恵と工夫

のもとで事業再開が求められている。 

このような状況に鑑み、以下の項目について、緊急の対策を講じられるよう要望す

る。 

１ 感染患者に対する適切な医療実施体制の確保 

（１）無症状病原体保有者・軽症者に係る入院措置 

① 重症患者の治療に支障が生じないよう、現に入院措置を行っている無症状病原

体保有者の退院基準の弾力化を図ること 

② 今後の無症状病原体保有者及び軽症者の入院措置については、病院外での収容

を可能とすること 

③ 医療現場の実情に応じた措置を講ずること 

（２）新型インフルエンザ等患者入院医療機関整備事業の拡充 

患者の増大に対応する感染症指定医療機関以外の医療機関での受入を促進す

るため、新型インフルエンザ等患者入院医療機関整備事業の対象設備について、

特定の機器整備に限定せず受入体制の整備に伴う経費を広く補助対象とすること 

（３）医療専門人材の広域融通制度（医療版ＴＥＣ―ＦＯＲＣＥ（仮称））の創設 

   医療専門人材については地域偏在が大きいため、医療資源を有効かつ効率的に

活用できるよう、学会等と連携しながら、新型コロナウイルス感染症に対応可能

な医療専門人材の広域融通を図る「医療版ＴＥＣ―ＦＯＲＣＥ」（仮称）を創設

すること 

（４）治療薬、医薬資器材等の供給 

① ＰＣＲ検査試薬の十分な供給、簡易検査キット並びに治療法の確立やワクチン

の開発を急ぎ、供給すること 

② 医療現場で支障が生じているマスクや消毒液に加え、著しく逼迫している簡易

陰圧装置や防護服等の医療資器材の不足に対し、速やかな調達と医療機関等へ

の優先度に応じた供給を行うこと 

２ 社会福祉施設等に対する感染予防資材の供給 

  利用者及び施設職員が感染防御を行い安心・安全に施設利用が行えるよう、マス

クのほか消毒液等の資材についても国において量や時期を明確にして、調達・供給

すること  

 



 

３ 水際対策の強化 

  最近、海外旅行からの帰国者の間での感染確認が相次いでいることから、入国後

の待機要請の実効性を確保するため、帰国者の自主的な対応にまかせるのではなく

関係機関が連携した健康観察体制を構築するなど、水際対策を強化すること 

４ 地域経済活性化への支援 

（１）サプライチェーンの回復支援 

   中国をはじめとする各国からの資材･部品等の供給遅延による生産や工事、販

売等への影響が生じているため、各企業が実施するサプライチェーン回復の取組

に対する支援を充実すること 

（２）雇用対策等 

非正規雇用者も対象とする等の雇用調整助成金の特例について、経営が著しく

悪化している地域の企業に配慮して、都道府県による活動自粛要請の宣言とは関

係なく弾力的に運用すること 

また、雇用調整助成金について制度の周知徹底とともに、支給手続きの簡素化

を図ること 

（３）地域経済対策の弾力的な実施 

① ３月１０日に第２弾経済対策が決定されたが、リーマンショック時を上回る、

消費喚起や投資促進を図るための総合的かつ大胆な経済対策を早期に講じる

こと 

② セーフティーネット保証や危機関連保証、無利子・無担保で貸し付ける特別貸

付制度が十分に活用され、資金が年度末までに行き渡るよう、審査要件の緩和

や手続きの簡素化などを行うこと 

（４）農林水産物の価格安定制度の拡充及び販路促進対策の強化 

   農畜産物の価格低迷が続いていることから、畜産経営安定交付金の補填財源の

国庫による全額負担や補填金の早期交付など農林水産物の価格安定制度を拡充

するとともに、販売促進対策を強化すること 

（５）イベント自粛の緩和 

密閉、密集、近距離といった感染拡大の条件に該当しないイベントについては、

経済の活性化の観点からも、地域の知恵と工夫のもとで実施できるよう、政府と

して再開に向けたメッセージを発出すること 

５ 国民生活の安定の確保 

消費者に適切な行動の呼びかけを行うとともに、生活関連物資が入手困難となる

場合は、国による一括買い取りなど、柔軟な対応を行うこと 
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